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（ＢＯＸ４）日米欧の物価上昇率の比較 

わが国の消費者物価の前年比は、携帯電話通信

料の引き下げなど一時的な要因を除いたベースで

みると、足もとプラス幅が幾分拡大している（前

掲図表 44）。もっとも、米国や欧州では、このと

ころ物価上昇率が急上昇しており、わが国との差

が拡大している。本ＢＯＸでは、こうした日米欧

の消費者物価の上昇率の違いがどの分野・品目に

起因するものなのかという、基本的な事実を整理

する。 

まず、日米欧の消費者物価の前年比について、

可能な範囲で定義を揃えたうえで、財・サービス

といった大きな括りで比較してみると26、①感染

症拡大前から、公共料金を含むサービス価格を中

心に、前年比上昇率の格差がみられていたこと、

②それに加えて感染症拡大以降は、財価格におい

て、日米の上昇ペースが大きく異なっていること、

が分かる（図表 B4-1）27。最近は、エネルギー価

格についても、米欧の前年比プラス幅がより大き

くなっているが、これは、短期的な変動幅が大き

いガソリン価格が消費者物価指数に占めるウエイ

トや電気料金制度の仕組みが各国・地域で異なる

ことなどを反映した動きとみられる。エネルギー

価格を除いたベース（わが国はさらに携帯電話通

信料等を除いたベース）で感染症拡大前（2016～

19 年平均）と直近（2021 年７～９月）を比較す

ると、米国では財価格のプラス寄与がはっきりと

拡大しており、この変化がわが国との物価上昇率

                              

26 本ＢＯＸでは、日米欧の消費者物価動向をできる限り近

いベースで比較するために、通常とはやや異なる分類をし

ている。詳細については、各図表の脚注を参照。なお、欧

州については、付加価値税を含むベースの消費者物価を分

析に使用している。 

27 このほか、前述したとおり、わが国では携帯電話通信料

の引き下げが、一時的に消費者物価の前年比を大きく下押

ししている。 
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図表B4-1：日米欧の物価動向
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携帯電話通信料の影響からなる日本銀行スタッフによる試算値。
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の差の拡大につながっている（図表B4-2）。一方、

欧州との間では、エネルギー価格等を除いてみれ

ば、感染症拡大前と直近の違いは相対的には小さ

い。 

日米で動向の違いが顕著な財価格について、直

近の前年比の内訳を詳しくみると、米国では、自

動車をはじめとした耐久財への需要が急激に高ま

ったこともあり、自動車の押し上げによる影響が

とりわけ大きくなっている（図表 B4-3）28。また、

食料品や家具・家電等、被服など自動車以外の財

においても、直近では、米国の方がわが国よりも

上昇率が大きい（図表 B4-3、B4-4）。 

感染症拡大以降の、財価格を中心とした日米の

上昇率格差の拡大の背景については、経済活動の

回復ペースの違いなどを反映した財需要の強さの

違いに加え、労働市場の構造等の違いを背景とし

た供給面における差異、また、短期的な需給変化

に対する企業の価格設定スタンスの違いなどを指

摘できる29。わが国企業の価格設定スタンスにつ

いては、先行きの経済活動の回復やそれに伴う緩

やかな物価上昇の持続局面において変化が生じな

いか、米欧の経験も参考にしながら、注視してい

く必要がある。 

                              

28 米国では、とくに価格が変動しやすい中古車の価格上昇

が目立っている。この点、わが国の消費者物価指数では、

自動車の価格は、新車価格をベースに計測されている。 

29  日米欧の製品需給の逼迫度の違いと自社製品価格の引

き上げスタンスの違いについては、2021 年７月展望レポ

ートのＢＯＸ３を参照。 
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図表B4-2：感染症前後の物価動向
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図表B4-3：財価格（2021/3Q）
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図表B4-4：財価格の動向
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